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第２分野 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

 

【基本認識】 

〇 就業は生活の経済的基盤であるとともに、自己実現につながるものである。また、

経済的自立は、暴力等による困難な状況から抜け出す重要な鍵ともなる。働きたい人

が性別に関わりなくその能力を十分に発揮できることは、個人の幸福（well-being）の

根幹をなすものである。 

〇 また、働きたい人全てが生き生きと働くことができる環境づくりは、我が国社会経

済にとっても、ダイバーシティの推進や多様な視点によるイノベーションの促進につ

ながり、その活力の向上の観点からも極めて重要な意義を持つ。 

〇 さらに、国外に目を転じると、グローバルな人材獲得競争が激化している中で、ま

た ESG 投資の進展にみられるように企業の男女共同参画の取組が投資家から注目され

ている中で、雇用における男女共同参画の実現は、我が国企業が国内外の人材や投資

家から選ばれるために極めて重要なものとなっている。 

〇 女性活躍推進法や働き方改革関連法に基づく企業の取組、保育の受け皿整備、両立

支援等これまでの官民の積極的な取組により、いわゆる M 字カーブ問題は解消 1 に向

かっており、第１子出産前後の就業継続率は５割を超えた 2。 

  しかしながら、依然として、育児や介護等を理由に就業を希望しながら求職してい

ない女性は 231 万人（令和元（2019）年）3存在するほか、職業能力は十分に有してい

るにもかかわらず、固定的な性別役割分担意識を背景に、そもそも就業を希望してい

ない女性も少なくないものと考えられる。ここに潜在する能力を十分に活かせないこ

とは我が国にとって大きな損失である。 

〇 このような状況において、女性も男性も働きたい人全てが、仕事と子育て・介護・社

会活動等を含む生活との二者択一を迫られることなく働き続け、職業能力開発やキャ

リア形成の機会を得ながらその能力を十分に発揮することが重要である。このため、

ライフイベント等への対応も含め、多様で柔軟な働き方等を通じた仕事と生活の調和

（ワーク・ライフ・バランス）がますます重要となっている。また、子育て等の家庭責

任の多くを女性が担っている現状 4を踏まえれば、子育て等を男女が共に担うべき共通

の課題とし、パートナーである全ての男性が子育て等に参画できるような環境整備を

一層推進することが求められる。男性が育児休業等の取得等により子育てを担い、そ

の後も育児を積極的に行うことは、当該育児休業等の取得後も含め母親による子育て

の孤立化を防ぐ等の効果があるとともに、職場における働き方・マネジメントの在り

方を見直す契機ともなり、ひいては男女が共に暮らしやすい社会づくりに資するもの

                                                       
1  総務省「労働力調査（基本集計）」。 
2  国立社会保障・人口問題研究所「第 15 回出生動向基本調査（夫婦調査）」。 
3  総務省「労働力調査（詳細集計）」。 
4  総務省「平成 28 年社会生活基本調査」。 
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でもある。 

〇 性別を理由とする差別的取扱いや職場におけるセクシュアルハラスメント、妊娠・

出産・育児休業・介護休業等を理由とする不利益取扱いや妊娠・出産・育児休業・介護

休業等に関するハラスメント等の根絶、男女間の賃金格差の解消等、雇用の分野にお

ける男女の均等な機会及び待遇の確保は、働きたい人が性別に関わりなく活躍できる

社会の実現に不可欠の前提である。 

〇 さらに、女性活躍推進法に基づく取組を含むポジティブ・アクションの推進等によ

る、職場における女性の参画拡大、男女間格差の是正や女性の能力発揮を促進するた

めの支援も重要である。 

〇 パートタイム労働等の非正規雇用は、多様な就業ニーズに応えるという積極的意義

もある一方、男性に比べ女性の方が雇用者に占める非正規雇用労働者の割合が高い 5こ

とが女性の貧困や男女間の格差の一因になっているとの問題もある。同一企業・団体

内における正規雇用労働者と非正規雇用労働者との間の不合理な待遇差を解消するな

ど、非正規雇用労働者の待遇改善に取り組むとともに、正規雇用労働者への転換に向

けた一層の取組が必要である。 

〇 これらの同一価値労働同一賃金に向けた取組などを通じて女性の経済的自立を図る

ことが重要である。 

〇 また、人生 100 年時代を迎え、多様な働き方をより安心して選択できる環境の整備

が必要である。雇用によらない働き方について、その拡大を踏まえ、必要な保護が図

られることが求められている。 

〇 新型コロナウイルス感染症が流行するような非常時には、女性がより職を失いやす

くなる懸念があり、こうした状況について注視することが必要である。一方で、感染

症の拡大が契機となり、テレワークの導入やオンラインの活用が進み、多様で柔軟な

働き方に関する新たな可能性ももたらされている。テレワークの活用を全国的に一層

促進することは、ワーク・ライフ・バランスの推進や生産性の向上に資するものであ

り、男女共同参画の推進の観点からも重要である。 

〇 以上を踏まえ、企業、経済団体、労働者、労働組合、国、地方公共団体等が連携し、

働く場における男女共同参画及びワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取組を着

実に推進する。 

 

＜施策の基本的方向と具体的な取組＞ 

１ ワーク・ライフ・バランス等の実現 

（１）施策の基本的方向  

〇 働くことを希望する全ての人が、仕事と子育て・介護・社会活動等を含む生活と

の二者択一を迫られることなく、働き続け、その能力を十分に発揮することができ

                                                       
5  前掲注３。 
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るよう、働き方改革関連法や育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者

の福祉に関する法律（平成３年法律第 76 号。以下「育児・介護休業法」という。）

をはじめとする関連法の着実な施行や履行確保を行いつつ、長時間労働の削減や生

産性の向上を推進する。また、ライフステージや個別の事情等に対応した多様で柔

軟な働き方の実現を図る。 

〇 固定的な性別役割分担意識を背景に、家事や育児等の家庭責任の多くを女性が担

っている実態があり、その結果、女性が働く場において活躍することが困難になる

場合が多い。一方、介護を例にとると、男性は、家事に不慣れ等の状況や、地域と

のつながりが乏しい中で孤立した介護生活となっている場合もある。このため、男

性が家事・育児・介護等に参画し、地域との関わりを持つことが可能となる環境の

整備を推進する必要がある。 

〇 人生 100 年時代の到来に伴って職業人生が長くなる今後においては、仕事中心の

現役生活から引退して仕事のない老後生活へ移行するという発想ではなく、若いと

きから仕事と生活の調和を図り、息の長い現役生活を送っていくことが重要になる。

職業能力開発のための学び直しの機会も重要になる。そうした新しい人生のビジョ

ンに合ったワーク・ライフ・バランスの在り方や支援策を検討する必要がある。 

 

（２）具体的な取組 

ア ワーク・ライフ・バランスの実現のための長時間労働の削減等 

① 法定労働条件の履行確保及び長時間労働是正のための監督指導体制の充実強化

を行う。 

② 労働時間等の設定に関する特別措置法（平成４年法律第 90 号。以下「労働時間等

設定改善法」という。）の周知を図り、労使の自主的な働き方の見直しを促進する。 

③ 「過労死等の防止のための対策に関する大綱」（平成 27 年７月策定、平成 30 年７

月変更）を踏まえた取組を着実に推進するとともに、メンタルヘルスの確保等、職

場における健康確保対策を推進する。 

④ 改正された女性活躍推進法等に基づき、①職業生活に関する機会の提供と②職業

生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備の両面からの目標設定や、情報公

表を促進する。 

⑤ 生産性を高めながら労働時間の縮減等に取組む中小企業・小規模事業者や、傘下

企業を支援する事業主団体に対する助成を行う。 

イ 多様で柔軟な働き方の実現 

① 多様で柔軟な働き方の実現に向けた企業の取組を促進する。 

・ 労働者が育児休業や介護休業等を取得して、継続就業できるよう育児・介護休

業法の履行確保を図る。また、夫婦での子育てを促進するため、配偶者の妊娠・出
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産の申出をした男性に対する個別の周知など、事業主が男性の育児休業取得を促

す仕組みの導入について検討する。さらに、育児休業の柔軟な取得を可能とする

ための分割取得の拡充を検討するとともに、配偶者の出産直後の時期の男性の休

業を推進するための枠組について、取得しやすい手続や休業中の給付などの経済

的支援等を組み合わせることを含めて検討する。 

・ 中小企業事業主に対して、「育休復帰支援プラン」モデル及び「介護支援プラン」

モデルの普及促進を図るとともに、プランの策定を支援する。 

・ 働き続けながら子育てや介護を行う労働者の雇用の継続を図るための就業環境

整備に取り組む事業主に助成金を支給する。 

・ 労働者一人一人のライフステージに応じ、勤務地・職務・労働時間を限定した

「多様な正社員」制度を導入する上での留意事項や企業の取組事例を周知する。 

・ 時間を有効に活用でき、場所の制約を受けない勤務形態であるテレワークの適

正な労務管理下における普及促進や、効率的・自律的に働ける制度であるフレッ

クスタイム制度の導入時における適切な労務管理の徹底を図る。 

・  転勤に関する企業のニーズや動向を捉え、企業の転勤に関する雇用管理のポイ

ントを整理した「転勤に関する雇用管理のヒントと手法」の周知を通じて、労働

者の仕事と家庭生活の両立の推進を図る。 

・ 勤務地を指定した働き方を選択し、正社員としてのキャリアを継続できる「勤

務地限定正社員」を導入する企業に対し、勤務地（転勤の有無を含む。）等の労働

条件について、労働契約の締結時や変更の際に個々の労働者と事業者との間で書

面による確認が確実に行われるよう、勤務地変更（転勤）の有無や転勤の場合の

条件が明示されるような方策について検討する。 

・ 不妊治療と仕事の両立を支援する企業内制度の導入に向けたマニュアルの周知

等を通じ、その導入に取り組む事業主を支援し不妊治療と仕事が両立できる職場

環境の整備を行う。 

・ 中小企業における女性の活躍推進を図るため、育児休業中の代替要員を確保し

やすくするための取組を推進するとともに、中小企業と主婦等を含む女性人材と

のマッチングに向けた取組を推進する。 

② 企業の経営者、業界単位の企業ネットワーク、経済団体等と連携し、女性の活躍

の必要性に関する経営者や管理職の意識改革、女性の活躍やワーク・ライフ・バラ

ンスの推進に向けた経営者のコミットメントを促す。 

③ 「少子化対策地域評価ツール」の活用促進等により、地域コミュニティによる支

え合い、職住育近接のまちづくり、男女にとって魅力的な働き方など、各地方公共

団体における女性活躍に資する具体的な取組を推進する。 

ウ 男性の子育てへの参画の促進、介護休業・休暇の取得促進 

① 啓発活動や表彰、参加型の公式サイトなどを通じて、企業及び個人に対し情報・

好事例等を提供し、男性の仕事と育児の両立の促進を図るとともに、男性の家事育

児への参画や育児休業等取得に関する社会的な機運の醸成を図る。 
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② 公共交通機関、都市公園や公共性の高い建築物において、ベビーベッド付男性ト

イレ等の子育て世帯に優しいトイレの整備等を推進するほか、子供連れの乗客等へ

の配慮等を求めることにより、男性が子育てに参画しやすくなるための環境整備を

行う。 

③ 企業における男性社員の育児休業等取得促進のための事業主へのインセンティ

ブ付与や、取得状況の情報開示（「見える化」）を推進する。 

④ 育児等を理由とする男性に対する不利益取扱いや、企業における育児休業等に関

するハラスメントを防止するための対策等を推進する。 

⑤ 男性が、妊娠・出産の不安と喜びを妻と分かち合うパートナーとしての意識を高

めていけるよう、両親共に参加しやすい日時設定など、両親学級等の充実等により、

父親になる男性を妊娠期から側面支援する。 

⑥ 関係省庁、民間企業・経済団体等と連携して、配偶者の出産直後の子育てを目的

とした休暇取得の促進を図る理念に賛同する企業とも協力して、さんきゅうパパロ

ゴマークを利用した広報啓発等を実施する。 

⑦ 介護のために働けなくなることを防止するため、仕事と介護が両立できる職場環

境が整備されるよう、育児・介護休業法の履行確保を図る。また、介護支援専門員

（ケアマネージャー）等が仕事と介護の両立に関する制度等の知識を習得するため

の研修カリキュラムを策定するなど、家族を介護する労働者に介護休業制度等が広

く周知されるよう取り組む。 

エ 女性の就業継続に向けた人材育成 

① 企業による女性の就業継続に向けた研修の実施等を支援する。 

② 労働者の主体的な職業能力の開発及び向上を促進し、再就職時の職業能力に基づ

いた評価にも資するよう、業界共通の職業能力評価の物差しとなる技能検定をはじ

め、企業・労働者双方に活用される職業能力評価制度の整備を推進する。 

③ ジョブ・カードを活用したキャリア形成支援を行う。 

 

２ 雇用の分野における男女の均等な機会と待遇の確保対策の推進 

（１）施策の基本的方向  

〇 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保に向けて、性別を理由とす

る採用・配置・昇格等における差別的取扱いやセクシュアルハラスメント、妊娠・

出産・育児休業等に関するハラスメント、パワーハラスメント等が行われない職場

づくりを促進する。 

〇 男女間の賃金格差の改善を図ることは重要な課題であり、男女労働者の同一報酬

に関する条約（ILO 第 100 号条約）の趣旨を踏まえ、男女雇用機会均等や女性活躍

の推進など、男女間賃金格差の解消に向けた取組を推進する。 
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（２）具体的な取組 

ア 男女雇用機会均等の更なる推進 

① 法違反があった場合には是正指導を行うなど、雇用の分野における男女の均等

な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和 47 年７月１日法律第 113 号。以下「男

女雇用機会均等法」という。）の履行確保に取り組み、事業主が報告の求めに応じ

ない場合や、勧告をされたにもかかわらず違反を是正しない場合には、過料、企業

名の公表等により同法の実効性を確保する。 

② コース等で区分した雇用管理制度を導入している企業に対して、実質的な男女

別雇用管理とならないようコース別雇用管理についての指針や間接差別の範囲を

定めた省令の周知徹底を図る。 

③ 男女雇用機会均等法等の関係法令や、制度について、労使をはじめ社会一般を対

象として幅広く効果的に周知するとともに、学校等の教育機関においても、男女の

平等や相互の協力、男女が共同して社会に参画することの重要性等についての指導

を通じて、その制度等の趣旨の普及に努める。 

④ 男女雇用機会均等に関する労使紛争については、男女雇用機会均等法等に基づ

く紛争解決の援助制度及び調停を活用し、円滑な紛争解決を図る。 

⑤ 固定的な性別役割分担意識が払拭され、女性が活躍しやすい環境となるよう、改

正された女性活躍推進法の施行後５年の見直しを積極的に検討する。 

イ 男女間の賃金格差の解消 

① 労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第４条や男女雇用機会均等法の履行確保

を図るほか、男女間の賃金格差の要因の解消に向け、女性活躍推進法に基づく行動

計画の策定、情報公表、えるぼし、プラチナえるぼし認定の取得促進等の取組を推

進する。 

ウ 女性に対する各種ハラスメントの防止 

① 企業におけるハラスメント防止措置の推進を図るため、説明会の開催やパンフ

レット等の作成・配布等により、改正された男女雇用機会均等法等の周知・啓発を

図るほか、12 月を「ハラスメント撲滅月間」と定め、集中的な広報・啓発を行う。 

② 職場におけるセクシュアルハラスメント、妊娠・出産・育児休業等に関するハラ

スメント及びパワーハラスメントの防止措置を定めた男女雇用機会均等法、育児・

介護休業法、労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充

実等に関する法律（昭和 41 年法律第 132 号）及びそれらの指針の履行確保に取り

組む。 

③ フリーダイヤルやメールによるハラスメント被害者等からの相談対応事業を実

施する。 

④ 就職活動中の学生に対するセクシュアルハラスメントの防止のため、学生の就

職・採用活動開始時期等に関する調査において実態を把握するとともに、改正され
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た男女雇用機会均等法に基づく指針で示した望ましい取組の周知啓発や、都道府県

労働局の総合労働相談コーナーで相談を受け付ける等関係省庁が連携し適切に対

応する。 

 

３ ポジティブ・アクションの推進等による女性の参画拡大・男女間格差の是正 

（１）施策の基本的方向  

〇 女性活躍の裾野を広げる、改正された女性活躍推進法の着実な施行や、同法を含

む女性活躍の状況の「見える化」の取組を進めるとともに、女性の参画が少ない業

界における就業の支援を強力に進める。 

〇 また、長時間労働や転勤を当然とするような従来の労働慣行を前提にしない働き

方や管理職のマネジメントモデルが浸透することが重要であり、それにより、女性

の就業継続支援にとどまらず、円滑なキャリア形成を促進することが必要である。 

 

（２）具体的な取組 

① 女性の活躍状況の把握・分析、その結果を踏まえた目標設定、目標達成に向けた取

組を内容とする事業主行動計画の策定、女性の活躍状況に関する情報公表等、女性活

躍推進に向けて企業等が行うポジティブ・アクション等の取組を促進する。また、改

正された女性活躍推進法に基づき、新たに義務付けられる取組内容について、あらゆ

る機会を通じて事業主に対し周知し、円滑な施行及び実効性の確保を図る。 

② 女性活躍推進法に基づき、女性の活躍に関する状況把握・課題分析を行った上で、

課題解決にふさわしい取組目標及び数値目標を盛り込んだ一般事業主行動計画を策

定・公表して取組を行った結果、数値目標を達成した中小事業主に対して助成金を支

給する。 

③ 公共調達において、女性活躍推進法に基づく認定等を取得したワーク・ライフ・バ

ランス等推進企業を加点評価することにより、これらの企業の受注機会の増大を図

る。 

④ 企業における女性の活躍に関し、投資判断に有効な企業情報の開示を促進するた

め、有価証券報告書等において企業の判断で行う情報開示の好事例を収集し、周知す

る。また、企業のガバナンスにおけるジェンダー平等の確保の重要性に鑑み、有価証

券報告書等における開示の在り方を含め、コーポレートガバナンスの改善に向けて

ジェンダーの視点も踏まえた検討を行う。 

⑤ 有価証券報告書に掲載された女性役員に係る情報の集計及び開示の取組や女性役

員の登用が進んでいない要因の調査等を通じ、女性の活躍に積極的に取り組む企業

が評価されることや、企業における女性役員登用・育成の課題の克服につながるよう

努める。 

⑥  企業による女性の就業継続に向けた研修の実施等を支援する。 

⑦ ライフプランに応じた上位職へのキャリアパスの明確化、メンタリングやスポン
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サリングを含むキャリア形成支援プログラムの開発・実施、女性管理職のネットワー

クの構築等の取組を通じ、企業による女性の役員・管理職の育成に向けた取組を支援

する。 

⑧ 学校等における女子学生等を対象とした次代を担う人材育成プログラムの開発・

実施を促進する。 

⑨ 建設産業、海運業、自動車運送事業等の女性の参画が十分でない業種での、女性の

就業及び定着を促進する。 

⑩ 観光分野における女性活躍推進に向けて現状・課題及び今後の方向性を整理した

ところであり、これを踏まえ、業界及び地域において女性活躍推進の重要性について

理解促進や就業先としての認知度向上のための普及・啓発活動を行うとともに、観光

産業における人材の確保と定着に向けた取組を推進する。 

 

４ 非正規雇用労働者の待遇改善、正規雇用労働者への転換の支援 

（１）施策の基本的方向  

〇 パートタイム労働等の非正規雇用は、多様な就業ニーズに応えるという積極的な

意義もある一方、男性に比べ女性の方が雇用者に占める非正規雇用の割合が高いこ

とが、女性が貧困に陥りやすい背景の一つとなっているほか、正規雇用労働者と非

正規雇用労働者の間の格差と相まって男女間の格差の一因になっているとの問題も

ある。 

〇 このため、同一企業・団体内における正規雇用労働者と非正規雇用労働者との間

の不合理な待遇差を解消するなど、非正規雇用労働者の待遇改善に取り組むととも

に、正規雇用労働者への転換を望む非正規雇用労働者がその希望を実現できるよう

な取組を推進する。 

 

（２）具体的な取組 

ア 非正規雇用労働者の待遇改善や正規雇用労働者への転換に向けた取組の推進 

① 令和２（2020）年４月に施行された短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理

の改善等に関する法律（平成５年法律第 76 号。以下「パートタイム・有期雇用労

働法」という。）及び改正された労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働

者の保護等に関する法律（昭和 60 年法律第 88 号。以下「労働者派遣法」という。）

の円滑な施行に取り組み、同一企業・団体内における正規雇用労働者と非正規雇用

労働者との間の不合理な待遇差の解消を図る。 

② 最低賃金の引上げのための環境整備を図る。 

③ 非正規雇用労働者の正規雇用労働者への転換、企業内でのキャリアアップ、企業

の枠を超えたキャリアアップを推進する。また、企業内で定期的にキャリアコンサ
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ルティングやキャリア研修等を受けられる仕組み（セルフ・キャリアドック）の普

及等のための取組を充実させ、キャリアコンサルティング機会の充実に取り組む。 

イ 公正な処遇が図られた多様な働き方の普及・推進 

① 有期契約労働者について、労働契約法（平成 19 年法律第 128 号）に規定されて

いる無期労働契約への転換（無期転換ルール）等の周知徹底を図る。 

② 派遣労働者について、労働者派遣法に基づき、派遣先に雇用される通常の労働者

との不合理な待遇差の解消を図るとともに、正規雇用労働者化を含むキャリアアッ

プの支援や派遣労働者に対する雇用安定措置等を通じた一層の雇用の安定と保護

等を図る。 

③ 非正規雇用労働者の産前産後休業、育児休業及び介護休業の法制度の内容につい

て、非正規雇用労働者及び事業主に対する周知・徹底を行うとともに、利用環境を

改善する。 

④ 短時間労働者への被用者保険の適用を拡大するなど、セーフティネットを強化

する。 

⑤ 非正規雇用労働者の正規雇用労働者への転換等を促進するため、正規雇用労働

者転換・待遇改善に関する計画を策定するとともに、助成等により企業の取組を支

援する。 

⑥ 行政機関で働く非常勤職員について、育児休業や介護休暇等の制度の周知・普及

を図るとともに、非常勤職員の制度の趣旨、勤務の内容に応じた処遇が確保される

よう、引き続き配慮や助言を行う。 

 

５ 再就職、起業、雇用によらない働き方等における支援 

（１）施策の基本的方向  

〇 各人がそれぞれの生き方を選択する際に、職業生活においてもその能力を十分に

発揮できるようにすることが必要である。 

〇 このため、子育て・介護等により離職した者の再就職や起業の支援、雇用によら

ない働き方等における就業環境の整備を推進する。 

 

（２）具体的な取組 

  ア 再就職等に向けた支援 

① 職業訓練や職業紹介等を実施し、子育て・介護等との両立やキャリアブランクに

配慮した多様な再就職等の支援を推進する。 

② 再就職希望者を含む社会人等の就労、キャリアアップ、キャリア転換に必要な実

践的な知識・技術・技能を身に付けるための取組を推進し、学び直し等の充実を図

る。 
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イ 起業に向けた支援等 

① 女性の起業を後押しするため、女性、若者／シニア起業家支援資金等による女性

の視点を活かした事業に対する資金繰り支援を実施する。 

② 女性の起業・創業の活性化や女性起業家の成長・発展を促進するため、多様なロ

ールモデルの可視化や女性に寄り添った支援事例等のノウハウについて、支援者や

支援機関、男女共同参画センター等に普及を図る。 

③ 女性も含めた後継者の事業承継を後押しし、中小企業・小規模事業者の事業統

合・再編を促すため、予算・税制等を含めた総合的な支援策を推進する。また、そ

の活用事例を展開していく。 

ウ 雇用によらない働き方等における就業環境の整備 

① 商工業等の自営業も含む小規模事業者の実態の把握に努める。 

② 女性が家族従業者として果たしている役割が適切に評価されるよう、税制等の各

種制度の在り方を検討する。 

③ 家内労働手帳の普及、工賃支払の確保、最低工賃の決定及び周知、労災保険特別

加入の促進等により家内労働者の労働条件の改善を図る。 

④ フリーランスの適正な拡大を図るための保護ツールの整備について、全世代型社

会保障検討会議第二次中間報告を踏まえ、政府一体で一覧性のあるガイドラインを

整備するとともに、必要な立法的対応の検討等を行う。 

 

  


